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第 1節 研究の動機及び問題の所在と研究目的 






































































っているが,その予選会に参加した全国の合計チーム数は,1970 年の第 1 回全国大会時では

























































大会回数 開催年 チーム数 大会回数 開催年 チーム数 大会回数 開催年 チーム数
第1回 1970年 855 第17回 1986年 5,045 第33回 2002年 4,795
第2回 1971年 1,523 第18回 1987年 4,983 第34回 2003年 4,703
第3回 1972年 2,598 第19回 1988年 4,982 第35回 2004年 4,288
第4回 1973年 3,229 第20回 1989年 5,304 第36回 2005年 4,049
第5回 1974年 3,371 第21回 1990年 5,799 第37回 2006年 3,584
第6回 1975年 3,975 第22回 1991年 5,166 第38回 2007年 3239
第7回 1976年 4,481 第23回 1992年 6,480 第39回 2008年 3143
第8回 1977年 4,958 第24回 1993年 6,680 第40回 2009年 3086
第9回 1978年 5,144 第25回 1994年 6,702 第41回 2010年 2,979
第10回 1979年 5,230 第26回 1995年 6,707 第42回 2011年 中止
第11回 1980年 5,152 第27回 1996年 6,704 第43回 2012年 2,285
第12回 1981年 5,190 第28回 1997年 6,402 第44回 2013年 2,242
第13回 1982年 5,327 第29回 1998年 6,171 第45回 2014年 2,098
第14回 1983年 5,179 第30回 1999年 5,899 第46回 2015年 1,901
第15回 1984年 5,007 第31回 2000年 5,648 第47回 2016年 1,860


































注： ① 一般登録は年令制限なしで原則既婚者とする 
シニア登録は 43歳以上の女性とする 
  ② 2011年に日本バスケットボール協会の個人登録制度が開始される 
(参考資料) 日本家庭婦人バスケットボール連盟提供資料から筆者作成 
 
総数 一般 シニア 総数 一般 シニア
1997 (H 9) 401 5205
1998 (H10) 348 5145
1999 (H11) 375 5539
2000 (H12) 371 5398
2001 (H13) 344 4742
2002 (H14) 344 4705
2003 (H15) 338 4677
2004 (H16) 339 4891
2005 (H17) 346 4976
2006 (H18) 362 5139
2007 (H19) 374 5195
2008 (H20) 371 332 39 5191
2009 (H21) 380 333 47 5362 4696 666
2010 (H22) 361 299 62 4997 4166 831
2011 (H23) 353 284 69 4108 3285 823
2012 (H24) 395 313 82 5518 4373 1145
2013 (H25) 416 321 95 5705 4368 1337
2014 (H26) 430 325 105 5850 4412 1438
2015 (H27) 442 324 118 6159 4458 1701




































































平成4年（1992） 平成14年（2002） 平成4年（1992） 平成14年（2002）
女性20歳代 51.6 46.2 42.5 48.6
女性30歳代 52.7 43.2 43.4 52.3
女性40歳代 62.1 46.7 32.3 47.3
女性50歳代 71.0 50.2 25.1 43.2
女性60歳代 80.1 66.2 13.9 25.9
女性70歳代以上 78.1 77.5 8.8 16.3
 女性計 65.2 55.0 29.1 38.8
賛成 反対
参考資料：内閣府ホーム>内閣府男女共同参画局ホーム>男女共同参画とは > 男
女共同参画白書>男女共同参画白書 平成 16年版>図表>第 1部>第 1-序-23表 家
庭内の役割分担意識の変化(家庭における妻のあり方)(性別・年齢階級別)  検












































都市部 414 29.0 16.9 50.5 3.6 
農村部 179 53.1 17.9 25.1 3.9 
家庭婦人について 人数 構成比 
実態を表していてよい 1087 45.4% 
女性連盟がよい 546 22.8% 
差別用語である 136 5.7% 
その他の名称 275 11.5% 
無回答 351 14.7% 














































職業形態 人数 構成比 
専業主婦 723 30% 
フルタイム就労 626 26％ 
パートタイム就労 755 31% 







































































































































































































































































































(b) 社交空間から派生した女性らしい組織的スポーツの空間 →分離型：性別隔離の戦略 
(c) 労働者階級の女性によるクラブスポーツの空間 →性別不問 
(d) エリート寄宿学校でのヘゲモニーに基づく排他的なスポーツの空間 →特例的 

































































































































































































































































第 3節 分析の枠組みと研究の方法 
第 1項 用語の定義 
(1) 家庭婦人スポーツとママさんスポーツ 
「家庭婦人」とスポーツが結び付けられて表現された記事を朝日新聞で調べてみると，最
初に登場するのは 1969年 8月 7日，東京都家庭婦人バレーボール連盟が主催し同新聞社が
後援する，関東ブロック家庭婦人バレーボール親善大会の開催告知記事である（朝日新聞, 
1969）．この大会に先立ち，1968年 6月に東京都家庭婦人バレーボール連盟が設立されてい










































































































































































































































































































 ④スポーツ行動様式： 練習方式,慣習的行為． 
教育局面としてのスポーツ技術の伝達行為． 
 ⑤スポーツ文物：   スポーツで使用される一切の用具,施設,その他の物的条件． 
3) スポーツ地位の局面 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































1 節と 2 節で論ずる．課題 2 については,教育局面からママさんバレー参与者の経時的な変
容を明らかにし,その変容の意味を社会との関係性に着目して分析することによって,活動
の継続性やジェンダー的独自性を解明する．これについては第 2章 3節の 1項・2項・5項
で論ずる．課題 3については,組織局面の考察として近年論じられるようになった組織論自
体の新たな展開を踏まえて,ママさんバレーに見られた組織変容を分析し,その意味を明ら
かにする．これについては第 2章 3節の 3項・4項で論ずる． 
 































































































































氏   名 
インタビュー時の所属 
取材日 取材場所 （取材手段） 取材目的・内容 
質問事項 及び 記載内容の検証 
荒井利尚 
元朝日新聞社企画部 























































と制度特性を中心に」（2008）体育学研究 53:391-407 及び 
原著論文「主宰者機構からみた家庭婦人スポーツ活動における『主婦性』の再生産：ママさんバレ
ーボールを事例として」（2010）体育学研究 55:525-538  
を事前に送付し，面会当日，インタビュー記載内容に間違いのないことが確認された． 本論文の































































と制度特性を中心に」（2008）体育学研究 53:391-407 及び 
原著論文「主宰者機構からみた家庭婦人スポーツ活動における『主婦性』の再生産：ママさんバレ
ーボールを事例として」（2010）体育学研究 55:525-538  
を事前に送付し，インタビュー内容及び論文内容の検証確認を受け，間違いないことが確認できた．
























2016年 6月 7日 電話インタビュー 日本協会からの離脱経過に
ついて 























2009年 4月 4日 千葉県松戸市民会館会議室 ママさんバレーの地域活動
実態について 

















































問題とした運動である．（堀口悦子,2002,図書の譜 : 明治大学図書館紀要 / 明
治大学図書館紀要編集委員会 編より）． 

































Problems in Social Theory』から引用して論じている． 
序-7 検索：朝日新聞記事データ[聞蔵Ⅱビジュアル] 
①朝日新聞縮刷版 1879~1999 による 1960 年 1 月 1 日~1983 年 12 月 31 日期間
の「家庭婦人」及び「ママさん」の検索結果． 
②朝日新聞 1985~ 朝日新聞・AERA による 1984 年 1 月 1 日~2017 年 12 月 1
日期間の「家庭婦人」及び「ママさん」の検索結果． 
序-8 検索：http://www.jawe2011.jp/kaisetsu/ 











第 1章 家庭婦人スポーツの前史とその誕生及びその展開 
 
第 1節  戦後の日本における主婦の誕生とその様相 










































































図 1-2  出生コーホート別年齢別女子労働力率（総務庁統計局「労働力調査」） 
（参考資料） 落合恵美子 『21世紀家族へ──家族の戦後体制の見かた・超えかた 




















































図 1-3 「夫は外で働き妻は家を守るべき」という考え方をどう思うか 
(参考資料) 橘木俊詔「現代女性の労働・結婚・子育て」，ミネルヴァ書房,2005年,p.25 
          点線は,賛成・反対の境界推移を示すため筆者挿入 
 







































































































第 5項 主婦労働の対価 










26分,日曜 46分であり,一方成人女性の家事時間は,平日 3時間 37分,土曜 3時間 54分,日










 掃除 （部屋の掃除機がけ，風呂掃除，トイレ掃除，洗面所掃除 
キッチンの掃除，床拭き，窓拭き，玄関の掃除，など） 
 洗濯 （洗濯機でお洗濯，洗濯物干し，洗濯物たたみ，など） 
 料理 （下ごしらえ，調理，食材の買出し，フリージング，など） 
 アイロンかけ （シャツ，ハンカチ，など） 




 繕い物 （ボタン付け，裾のほつれ直し，など） 
 靴みがき 
 買い物 







表 1-1  料金体系表（スポット利用コース：必要なときだけ利用したい人の為のコース） 
利用時間（1回あたり） 1時間あたりの費用 利用例 
2時間～3時間未満 3,300円 （税込） 
2時間利用 
6,600円（+移動費 1,050円） 
3時間～5時間未満 3,000円 （税込） 
3時間利用 
9,000円（+移動費 1,050円） 
5時間以上 2,700円 （税込） 
4時間利用 
13,500円（+移動費 1,050円） 
(参考資料) club create ホームページ（http://www．1st-create．com/price．html#spot） 





































電気洗濯機普及率  区部で 44％  郡部で 11％   
テレビ普及率    区部で 40％  郡部で 6％ 
 「もっとひまができたらしたいと思うこと」への回答は，「和洋裁や編み物」が目だって

































見てみると,1973年の家事時間は平日の男性が 23分－女性 272分,日曜の男性が 59分－女
性 282分（日本放送協会放送文化調査研究所,1974）であったが,1985年でも平日の男性が















朝日新聞 朝刊 1970年 7月 4日（17頁） 
―満ちたりぬ日々― 結婚して 8 年になります．この間に保育学校へ通って幼稚園



























1970 年の第１回全国大会に出場し,2003 年から 2011 年まで全国連盟会長を務めた田治
米いくはインタビュー（2008 年 8 月 2 日）において,自分たちがママさんバレーに参加し





































第 2節 家庭婦人スポーツの誕生とその展開 
 










力した」(佐伯,2006,p.40)．図 1-4 は 1955 年から 1987 年にかけて建設された公共スポー



















1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
（施設数）
（年度）
図 1-4 公共スポーツ施設数の変化 
（参考資料）間野義之 (2007) 公共スポーツ施設のマネジメント,体育施設出版 













フレンド』に連載され，その後 1970 年に映画化された．テレビドラマとしては 1969 年版










として行ったママさんバレー教室について考察している．1968 年から 2 年間に,各小学校


































つき会が設立された．1980 年頃には会員が 70 名を数え,実力は県内ではトップクラスにな

































むママさん人口は 4,5百人ぐらいである．  
 






































表 1-2 家庭婦人スポーツの全国大会開催状況 
種 目 名 
（競技形式） 
第 1回 



























1974 日本ソフトテニス連盟 既婚者 








































1989 日本サッカー協会 不問 
（参考資料）前田博子,「中年期女性のスポーツ活動に関する研究－｢家庭婦人｣競技大会に





ス卓球大会）検索：2017年 11月 3日  



























齢 33.8歳である．学歴は高校卒程度が約 4分の 3で全国水準よりかなり高い．夫の学歴は
高校卒程度約 50％,大学卒程度約 30％で全国水準よりかなり高い．夫の職業はサラリーマ
ンが約 70％で標準的である．参加者の 9割以上は子供がいる．核家族世帯は全体の約 3分






















③ 試合の「勝ち」「負け」 勝つことよりも楽しみ志向：約 57.8％ 
勝つことが大切：23.0％ 
どちらともいえない：12.8％ 































② 練習や試合の意義は 参加することにある：36.9％ 
勝負にある：31.3％ 
フェア精神：31.1％ 

































































































ーム」とは大会出場時の 1単位である．1995年の類型別チーム数は，多い順に     
技能・志向差クラブ： 54 
単一チーム： 41 





























































































会時にはわずか 3～4県が連盟を結成しているにすぎなかった．しかし 1972年から 1979年






















































































図 1-5 ママさんバレーガイドライン 
 





















者たちも 20年近く経過して 1980年代後半には 40代，50代になっていた．全国大会は一生
に一度しか出場できないというルールがあったので，継続的な活動を促す施策が求められ
た．そこでまずは 45 歳以上の全国役員を対象としてシニア親善大会を 1984 年から 5 年間
開催した（一時中止あり）．この開催の感触からシニア層の継続的な大会開催が可能である













































14日（火）～17日（金），宮城県にて第 1回 LAWSON CUPが開催され，その後 5 年間継続さ
れた．主催は全国連盟，共催は日本協会，特別協賛は㈱ローソンである．この大会の主催を
全国連盟，共催として日本協会と位置づけたことは，ママさんバレーにとっては大きな成









































表 1-3 各種ママさんバレーボール大会一覧（2016年時点） 
 























































































































が武器になると思う」とインタビュー（2011年 10 月 29日）で述べている． 
また,「ママさん」という名称について，中西壽子全国ママ連会長は電話インタビュー


















































1970 （昭45） 第1回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1971 （昭46） 第2回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1972 （昭47） 第3回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1973 （昭48） 第4回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1974 （昭49） 第5回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1975 （昭50） 第6回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1976 （昭51） 第7回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1977 （昭52） 第8回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1978 （昭53） 第9回 ブラザー工業〈株） 〈株）ヤクルト本社
1979 （昭54） 第10回 ブラザー工業〈株） 〈株）資生堂
1980 （昭55） 第11回 ブラザー工業〈株） 〈株）資生堂
1981 （昭56） 第12回 ブラザー工業〈株） 〈株）資生堂
1982 （昭57） 第13回 ブラザー工業〈株） 〈株）資生堂
1983 （昭58） 第14回 ブラザー工業〈株） 〈株）レナウン
1984 （昭59） 第15回 ブラザー工業〈株） 〈株）レナウン シニア親善
1985 （昭60） 第16回 ブラザー工業〈株） 第一生命保険相互会社 シニア親善
1986 （昭61） 第17回 ブラザー工業〈株） 第一生命保険相互会社 シニア親善
1987 （昭62） 第18回 ブラザー工業〈株） 第一生命保険相互会社 中止
1988 （昭63） 第19回 〈株）ポーラ化粧品本舗 第一生命保険相互会社 シニア親善
1989 （平元） 第20回 〈株）ポーラ化粧品本舗 住友海上火災保険〈株） 第1回   (46) 
1990 （平2） 第21回 積水化学工業（株） 住友海上火災保険〈株） 第2回   (48)
1991 （平3） 第22回 積水化学工業（株） 全国農協中央会 第3回   (48)
1992 （平4） 第23回 積水化学工業（株） 全国農協中央会 第4回   (48)
1993 （平5） 第24回 積水化学工業（株） 全国農協中央会 第5回   (48)
1994 （平6） 第25回 積水化学工業（株） 全国農協中央会 第6回   (56)
1995 （平7） 第26回 積水化学工業（株） 全国農協中央会 第7回  (100)
1996 （平8） 第27回 積水化学工業（株） 全国農協中央会 第8回   (56) 第1回  (100) 
1997 （平9） 第28回 三共（株） 第9回   (56) 第2回   (68)
1998 （平10） 第29回 三共（株） 第10回 (56) 第3回   (92)
1999 （平11） 第30回 三共（株） 第11回 (56) 第4回   (92)
2000 （平12） 第31回 日本リーバ（株） 第12回 (56) 第5回   (92)
2001 （平13） 第32回 日本リーバ（株） 第13回 (56) 第6回   (92)
2002 （平14） 第33回 日本リーバ（株） ㈱モルテン 第14回 (56) 第7回   (92)
2003 （平15） 第34回 第15回 (64) 第8回   (92)
2004 （平16） 第35回 第16回 (64) 第9回   (92)
2005 （平17） 第36回 第17回 (64) 第10回  (92)
2006 （平18） 第37回 協賛なし 第1回  (50) 第18回 (64) 第11回  (92)
2007 （平19） 第38回 協賛なし 第2回  (48) 第19回 (64) 第12回  (92)
2008 （平20） 第39回 協賛なし 第3回  (48) 第20回 (64) 第13回  (92)
2009 （平21） 第40回 協賛なし 第4回  (48) 第21回 (64) 第14回  (80) おふくの部　（12）
2010 （平22） 第41回 協賛なし 第5回  (48) 第22回 (64) 第15回  (70) おふくの部　（12）
2011 （平23） 第42回 東日本大震災で中止 第1回  (48) 第23回 (64) 第16回  (70) おふくの部　（12）
2012 （平24） 第43回 協賛なし 第2回  (48) 第24回 (64) 第17回  (70) おふくの部　（12）
2013 （平25） 第44回 協賛なし 第3回  (48) 第25回 (64) 第18回  (70) おふくの部　（12）
2014 （平26） 第45回 協賛なし 第4回  (48) 第26回 (64) 第19回  (70) おふくの部　（12）
2015 （平27） 第46回 協賛なし 第5回  (48) 第27回 (64) 第20回　(70) おふくの部　（24）






























第 3項 統括団体（日本協会－JVA）との関係と全国連盟の独立 
日本協会との関係については,ママさんバレー・20年の歩み（全国家庭婦人バレーボール
大会事務局編,1989）と, 田治米いく全国連盟会長へのインタビュー（2008年 9月 30日・
2011年 10月 29日）から以下のようにまとめられる． 





























































































































表 1-5 全国家庭婦人バレーボール運営委員会 1977年度収支決算について 
【1977年度 収支決算（案）】 
1．収入の部 
適    用 金  額 備  考 
ヤクルト・ブラザー両社分担金 48,000,000  
預金利子 121,565  
前年度繰越金 716,377 垂幕代金含む 
機関紙郵送代金 44,800  
その他 47,450 プログラム売上金 
計 48,930,192  
2．支出の部 
適    用 金  額 備  考 
普及振興費 11,737,337  
全国大会費 23,822,806  
機関紙発行費 1,762,480  
事務局費 9,064,990  
垂幕 655,000  
参加記念品 2,100,000  
合  計 49,142,613  
 



















表 1-6 2010 年度 第 41回全国ママさんバレーボール大会収支報告 
【収支計算書】 
（収入の部）                  （単位：円） 
科    目 金  額 
協賛金収入 951,000 





適    用 金  額 
都道府県大会開催助成金 4,734,020 
競技開催事業費  （筆者注 以下詳細科目は略） 13,137,673 
合  計 17,871,693 
 
上記の大会運営にかかる経費に関連して，多治米は日本協会との金銭的関係について次







































いよいよ 19年実施の年となり第一回の集計は 6月 11日でした．見事一発で全
連盟が，登録名簿，会員費の手続きを終えました．こうして会員の叡知が結集さ
れ，社会スポーツ団体としての新たな第一歩が踏み出されたのです．  
平成 20年 6月 11日 多治米いく 


































                                
 
一般社団法人全国ママさんバレーボール連盟設立 
（その日,全国家庭婦人バレーボール連盟会長を辞任）   
                           
                             
「ママさんバレーはママさんの手で」を合言葉に,社会スポーツの真髄を貫き歩















































学生をもつ主婦でも家を空けやすい夏休みの 7 月最終週から 8 月第 1 週の間の 4 日間で開
催されてきた．しかしサントリーは，その期間は高校野球や少年サッカーなどと重なると
いう理由で，DAKARAカップの開催時期を 9月にずらすよう要望してきたのである．その結
果，2004 年の第 35 回大会から第 38 回大会までは，9 月の第 1 週に全国大会が開催される
ことになった．この開催時期の移動について全国連盟では反対が多かったが，全国大会開
催をやめるかスポンサーを断るかの決断をその時は迫られたと，田治米いくは述べている．






LAWSON CUP は各県連盟から推薦された全 48 チームが参加し，予選リーグを経て 8 チーム
が決勝トーナメントに進む，優勝チームを決定する大会である．優勝チームと準優勝チー
ムは海外での親善試合のため遠征をした．第 1 回大会はハワイへ，第 2 回大会は台湾へ，
第 3 回と第 4 回はハワイである．ローソンホームページ「社会に向けて」－環境保全・社
会貢献活動への取り組み報告 2006 注 1-9によると「ローソンは，生涯スポーツのサポートを
通じて明るく元気で健康的な社会づくりに貢献するために，・・・『第 1回 LAWSON CUP』を















ママさんバレーは全国 1位を決める大会ではなく，全国 47都道府県代表と開催地 1チー




















































































































表 1-7 子どもの運動歴 競技種目別順位 （上位 3つ） 
 
複数回答（人）
1 水泳 (175) バスケット (177) バスケット (127) バスケット (62) バスケット (16) バスケット (5)
2 サッカー (54) 水泳 (155) サッカー (30) サッカー (13) テニス (7) 野球 (4)
3 体操 (37) サッカー (101) ソフトボール (28) 野球 (8) サッカー (5) テニス (3)
1 水泳 (64) 水泳 (62) テニス (26) テニス (20) テニス (20) テニス (7)
2 サッカー (25) サッカー (30) サッカー (17) サッカー (18) サッカー (7) サッカー (5)
3 体操 (14) テニス (2) 野球 (17) 野球 (6) 山岳 (2) スノーボード (3)
1 水泳 (31) 水泳 (31) 卓球 (31) 卓球 (10) テニス (9) 卓球 (7)
2 サッカー (6) 野球 (16) バスケット (10) バスケット (8) ソフトテニス (4) ゴルフ (6)
3 体操 (5) バスケット (14) テニス (9) テニス (7) 野球 (3) テニス (5)
1 水泳 (30) ソフトテニス (35) ソフトテニス (34) ソフトテニス (15) テニス (11) テニス (9)
2 サッカー (10) 水泳 (23) サッカー (15) テニス (12) ソフトテニス (5) 野球 (8)
3 体操 (6) テニス (14) テニス (9) サッカー (11) サッカー (5) サッカー (8)
1 水泳 (52) ソフトボール (43) 野球 (17) サッカー (12) サッカー (4) サッカー (2)
2 サッカー (12) 水泳 (36) サッカー (16) ソフトボール (7) ソフトボール (2) 野球 (2)
3 体操 (11) サッカー (26) ソフトボール (11) 野球 (7) ソフトテニス (2) ソフトボール (1)
1 水泳 (28) 水泳 (29) テニス (19) テニス (16) テニス (10) テニス (10)
2 体操 (13) サッカー (11) サッカー (10) バレーボール (10) 水泳 (5) 水泳 (6)
3 バレエ (2) 野球 (10) バレーボール (10) バスケット (8) バレーボール (3) エアロビクス (2)
1 水泳 (19) 水泳 (19) バレーボール (17) バレーボール (7) バレーボール (3) 野球 (2)
2 サッカー (11) サッカー (15) バスケット (10) サッカー (5) サッカー (1) バレーボール (1)
3 体操 (9) バスケット (8) サッカー (7) バスケット (4) バスケット (1) サッカー (1)
1 水泳 (35) 水泳 (47) バドミントン (13) バドミントン (5) テニス (4) バドミントン (1)
2 体操 (16) サッカー (14) サッカー (10) テニス (5) サッカー (2) サッカー (1)
3 サッカー (9) バドミントン (12) バスケット (9) バスケット (5) バドミントン (1) 野球 (1)
1 サッカー (15) サッカー (37) サッカー (24) サッカー (18) サッカー (8) サッカー (5)
2 水泳 (15) 水泳 (16) バスケット (7) バスケット (2) 水泳 (1)
3 体操 (5) ソフトボール (9) テニス (5) 水泳 (2) 弓道 (1)
1 水泳 (13) 水泳 (12) 剣道 (4) 剣道 (4) なぎなた (2) なぎなた (2)
2 サッカー (1) 剣道 (3) バスケット (3) なぎなた (2) 剣道 (2)
















(1553) (1441) (1071) (663) (311)
中学校 高等学校 専・短・大学 社会人小学校

























第 6項 名称「家庭婦人」に対する社会的批判 











































更するに至るきっかけの 1つともなったと多治米は述べている（詳細は後述する）．  
2017 年時点で，対象者を原則既婚女性として活動を継続し，独自に全国組織をもって運
















































ると 30 代と 40 代の間に転換点がみられる．30 代が社会人になったのは,2000 年代
 
図 1-9 連盟名称「家庭婦人」についての年令別回答状況 



















































































































表 1-8 ママさんバレーのあゆみ 
年時 出来事 特記事項 






1968年(昭 43) 東京都家庭婦人バレーボール連盟設立  
1970年(昭 45) 第 1 回目の全国家庭婦人バレーボール大会（以下
「全国大会」）を開催する． 
(財)日本バレーボール協会(以下「日本協会」)と 
朝日新聞社による共催事業   
協賛会社 2社による経済支援あり 
以降 2005年まで協賛金による運営 







1981年(昭 56) 第 1回ブロック*1別審判講習会の開催 東京・京都・広島の 3会場にて 
1982年(昭 57) 第 13回全国大会から全国連盟が主催に加わる 各ブロックより協力審判員 1名参加 
1983年(昭 58) 日本協会の加盟団体となる 覚書を交わす （全国連盟のサポート役
として年間加盟金を日本協会に納める） 




1989年(平元) 第 1回全国家庭婦人バレーボールいそじ大会 
(50歳以上)を主催   
以降,継続開催 
(日本協会・朝日新聞社は後援） 
全国大会 20回を迎える  
全国連盟結成 10周年を祝う  
1990年(平 2) 広報紙『いそじ』創刊号発行  




1996年(平 8) 第 1回全国家庭婦人バレーボールことぶき大会 
(60歳以上)を主催   
以降,継続開催（日本協会は後援） 
1997年(平 9) 広報紙『ことぶき』創刊号発行  
1999年(平 11) 第 30回記念全国大会  
2000年(平 12) 全国連盟 20周年記念誌『明るい輪』発行 全国家庭婦人バレーボール連盟編集発
行 





















2004年(平 16) 全国大会の開催は第 1 回より夏休みに設定されて
いたが,スポンサーの都合により秋開催となる 
2007年まで秋開催が続く 
2005年(平 17) 全国連盟へのチーム登録制度開始 競技者名も含めて登録する 
2006年(平 18) 全国大会を大規模な協賛なしで開催するようにな 以降現在まで（但し,大会を主管する県
123 
  









選手登録数 127,527 名 
会員費 200円/人 
第 2回 LAWSON CUP主催 優勝・準優勝チームは台湾で親善試合に
参加 
2009年(平 21) 全国連盟結成 30周年を祝う会開催  








第 45回全国大会から,日本協会の主催がはずれる  









第 1章 注釈 
1-1 ここで述べた企業とは，筆者が 1971年に就職し 1976年に退職した東洋曹逹工業
株式会社（現 株式会社東ソー）の例である． 
 
1-2 「昭和 45年度 NHK国民生活時間調査の結果」， 






































1-5 キネマ写真館ホームページ（一般社団法人映画演劇文化協会編）より  
http://kinema-shashinkan．jp/ 
1-6 引用文内の「20 周年」は，第 20回大会のことを指しているように思われる．1989
年は，全国大会が第 20回，全国連盟設立 10周年である． 
1-7 
 







1-9 株式会社ローソンホームページを参照した．参照日 2015年 8月 20日 
www．lawson．co．jp/company/activity/program/pdf/2006/houkoku2006_11．pdf 
1-10 アンケート調査の内容は以下の通りである． 
実施日： 2012 年 9月 19日～2012年 11月 30日 






























































































































第 2章 家庭婦人スポーツのスポーツ制度と社会構造  
―ママさんバレーにおける特性と変容  
 
















表 2-1 大会方式別にみた制度的特性の比較とママさんバレーの諸相 
要  素 選手権大会方式 交歓大会方式 







スポーツシンボル チャンピオンシップ 家庭婦人 明るい・頼もしい 
スポーツルール 競争志向  共存志向 出場制限・9人制 
スポーツ行動様式 一義的・競技優先  二義的・家庭優先   家事育児を優先 
スポーツ文物 広域 生活圏内  小・中学校区 
スポーツ集団 他発的 自発的 自由な入退会 



























(1) スポーツイデオロギー ー 楽しみ・エンパワーメント 






















観点をおいている」(朝日新聞,1970 年 3 月 19 日,朝刊 12 面)と語っている．また同様に，
東京オリンピック女子バレーボールチームの監督を務め，座談会当時参議院議員であった
大松博文は，「勝つためのスポーツではなく，みんながやることのスポーツだから怪我をし
















































































































1973年 8月 1 日 朝刊 27面 「田植えでも腰が痛むようなことがなくなっ
た．若返った感じ．この調子では不老長寿の薬の代わりになるのでは」 
 












全国大会の運営委員会では，1976 年に標語を一般公募している（朝日新聞,1975 年 6 月




「健康を バレーにたくす ママの知恵」 
「パパ拍手 坊や声援 ママファイト」 
「ママさんバレー きょうもどこかで こんにちは」 
「ボールより いきいきはずむ ママの顔」 













































































朝日新聞 1979 年 8月 1日 朝刊 28面  





朝日新聞 1980 年 7月 30日 朝刊 28面  
















朝日新聞 朝刊栃木版 2003年 6月 17日  
















































図 2-1  ママさんバレーの原初的風景 













図 2-2 新聞掲載記事の一例 
朝日新聞朝刊 1976年 8月 3日(3頁) 根本進作 





























































苦情が出たりした」（朝日新聞,1971年 7月 30日）．このような状況を踏まえて,第 2回全国
大会以降の参加資格では，日常の活動を重視し,居住地に近い仲間作りを期待して，婦人会









都市部 414 69．8% 










婦人会型 173 29．2% 
同好会型 161 27．2% 
OB チーム型 124 20．9% 
PTA 型 75 12．6% 
その他 60 10．1% 
 





た者は 35歳以上でなければ出場できません．」（1971年 7月 27日,朝刊,21頁） 
第 3回全国大会の参加資格： 
「同一中学校区内または同一小学校区内に現住する既婚の家庭婦人をもって編成された
チームで，各都道府県の予選大会を経て推薦されたものに限る．昭和 47年 8 月 3日現在
満 25 歳未満の人および過去において各種のバレーボール全国大会に出場した満 35 歳未
満の人は出場できません」（1972年 3月 25日,朝刊,21頁） 
 
同一校区内という参加資格はその後も適応されていったので，ママさんバレーのスポー
















（2017年 11月 14日）で次のように語っている． 
子どもが学校に行っているときに PTA仲間でチームを作ろうということになって，
学校の体育館を貸してくれと頼んだんだけど，なかなか貸してくれない．なんとか












































































































































第 2節 「主婦性」の再生産の駆動構造と要因 注 2-3 
 
第 1項 ママさんバレー事業の駆動体 
前章で「主婦性」の再生産のスパイラル構造について述べたが，本章ではそのスパイラル












主 宰 者 機 構
主催： 朝日新聞社, ㈶日本バレーボール協会






































第 2項 第 1回全国大会開催の概要  
全国大会開催に至る経緯については,当初よりエージェントとして活動していた前田実へ
のインタビュー，『ママさんバレー10 年の歩み』(全国家庭婦人バレーボール大会事務局






























博文は，その後 1968年 7月に行われた第 8回参議院選挙において当選を果たしている． 












































































大会開催が，1969 年 10 月 12 日に開かれた日本協会の臨時評議委員会にて正式に決定され
た（日本バレーボール協会,1982）． 
1969 年 12 月 8 日に開催された，日本協会の 12 月定例常任理事会では全国大会要項案に
ついて審議され，「大会参加料は無料とし，参加に要するチームの経費並びに推せん会（予
選会）の経費は下記により主催者が負担する．①旅費 ②宿泊費 ③交通費 ④予選会」（日
































大衆と結びつけることに観点をおいていた｣(朝日新聞,1970年 3月 19日,朝刊 12面)と語っ

































朝日新聞はママさんバレーの特集記事を，第 4 回大会以降毎年 4 面を使って組んでいる
（第 15 回大会まで確認済み）．年によって若干の変動があるものの 2 社の広告の大きさは次の
通りである． 
1ページ目：大会特集記事面の下方 1/5ページの大きさで，2社の名称いり大会広告 
2ページ目：大会特集記事面の下方 1/3ページの大きさで，協賛 1社の広告 









入は広告収入と販売収入によって支えられおり,1973 年 10 月期には 58.3％対 41.７％と広
告収入が販売収入を大きく上回っている．しかし,オイルショックによる紙面数削減と,そ
の削減解消以後にも広告主企業の｢マイナス成長｣のシワ寄せがあり,広告収入が大幅に減少
























図 2-5 全国大会開会式の入場行進 




























(3) 協賛会社  
 協賛会社は大会が回を重ねるに従って変動していくが，本研究においては第 1 回大会か
ら第 9 回大会まで協賛したブラザーとヤクルト本社の 2 社について詳述することにする．
協賛概要については，前田実へのインタビューから以下のようにまとめられる．第 1回全国








事には 2 社で 4000 万円を支出しているので,合計 1 億円がママさんバレーの事業に投入さ
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れたことになる．この額は，2015年の物価指数を 100 とすると，1970年当時は 31.5，2016














6 は耐久消費財の普及率を示している．1965 年ではミシンの普及率が 77.4％で品目の中で
は 1 位を占め,その後順位としては下がるものの 20 年以上にわたって 80％台の安定した普
図 2-6 主要耐久消費財の普及率 
（参考資料）内閣府 経済社会総合研究所 景気統計部 












家内労働者数は,1970年が約 51万人,1973年がピークであり約 56万人,その後 1975年が 48
万人,そして 1985 年には 36 万人と,徐々に減少していく注 2-11．ブラザーがママさんバレー
を協賛したのは 1970 年から 18 年間であるが,結婚者数からみても,また内職的家内労働者
数の点からも,1970 年代は団塊世代が結婚,子育てをこぞって行っていた時代であったので,
その時期の主婦への働きかけは効果的であったと考えられる．ブラザーの 1970 年の総売上



















































































































連合が定めた 1975 年の｢国際女性年｣と,その後の｢国連女性の 10 年｣にあたり,男女平等に
ついてどのような見解を持っていたのだろうか． ｢国連女性の 10年｣の初年度にあたる 1975
年の社説では,｢いまなお男性の側に根強くある『男の仕事と女の仕事は別々』という考え方
は時代錯誤というものだろう｣(朝日新聞,1975 年 9 月 15 日,朝刊 5 面)と役割分担をはっき
りと否定した立場をとっている．また,1976 年の社説の中では以下のように述べている．
｢『私 作る人 ぼく食べる人』というテレビ CMが,昨年,婦人団体から抗議を受けた．女性
は料理し男性は食べるという役割を,固定化するというのである．男性優位社会の意表をつ
いた抗議であった･･･男女の役割の固定化が差別につながるという主張は正しい｣(朝日新




















































だと思う｣(朝日新聞,1981年 9月 19日,朝刊 15面)という文部省と,｢一方が必修で一方が選
165 
  
































図 2-7は図 2-4で示した「主婦性」の再生産スパイラル構造と 1970年代の社会との関係を
示したものである．図中の循環スパイラルは,ママさんバレーの制度特性によって参与者の
活動が「主婦性」から逸脱しない範囲で,解放と「主婦性」の再生産を繰り返しながら展開






















































































































































































































と考えられよう．しかしこの時期のスポーツによる社会化には序章 3 節 2 項で述べた「受
動的社会化」から「主体的社会化」への芽生えが感じられよう． 
 
（3） 多様的主婦像・主婦意識  
1997 年の国民生活白書によると，「サラリーマンの妻が専業主婦である割合は，55 年は













































日 本 協 会
ママさんバレー
競技スポーツ理念




































役 割 期 待 ：当該の社会システム維持のための機能的要件の充足をめざして，システム構
成メンバーに課せられる行動についての規範的期待 
役 割 観 念 ：当該のパーソナリティーシステムの欲求充足のために，個人が自己の行動に
ついて抱く規範的期待 
社 会 的 規 範 : 当該の個人が参加する社会体系が位置している全体社会が，特定の行動につ
いて持つ，類型化された規範的期待 

















図 2-9 ママさんバレーにおける役割行為概念モデル 
(参考資料)渡辺秀樹 (1981) 個人・役割・社会―役割概念の統合を目指して． 





























































































































































































































































「2002 年に国立国語研究所が全国の 16 歳以上の男女個人を対象に調査した結果に
よると,『エンパワーメント』という外来語の定着率はかなり低い．全国の 16 歳以
上を対象にした場合,認知率 11.3％ ,理解率 5.7％ ,使用率 3.0％であり,60歳以上
を対象にまとめ直すと,順に,5.7％, 2.3％,0.0％である．さらに『ジェンダー』で
は,16 歳以上の認知率 18.1％ ,理解率 10.0％ ,使用率 5.3％, 60 歳以上の認知率




























第 3項 全国連盟の自立化とその社会背景 














































































































































































































































































〈1969年 10月 12日 臨時評議員会議事録 p.2〉 
各県からの意見としては，全国展開の必要なしとする意見が多い． 











昭和 45 年(1970 年)8 月 4 日に当委員会が設置されたと記載されているが，全国大会はこ
の年の 4 月 2日から開催されているので，設置年は昭和 44 年（1969 年）の誤植であると
思われる．これは，昭和 44年 9月の定例常任理事会資料 1として，「家庭婦人全国大会検
討小委員会」についての報告事項が添付されていることで確認できる． 
 





2-7 電話インタビュー：瀬倉信康（文部科学省 生涯スポーツ課 庶務係長）  
取 材 日: 2010 年 3月 23日及び 2010年 3月 30日．  





2-8 e-Stat 政府統計の総合窓口, 2015 年基準消費者物価指数＞長期時系列データ＞品目別
価格指数＞全国＞年平均 より 
2017年 3月 16日検索 
類・品目の総合の欄で物価指数を比較した． 
 
2-9 ブラザー工業株式会社ホームページ 2009年 4月 6日検索  
(http://www．brother．co．jp/corporate/history/index．htm)   
 
2-10 国立社会保障・人口問題研究所 一般人口統計 －人口統計資料集(2009 年版) 
 
2-11 e-Stat 政府統計の総合窓口 統計表一覧 
家内労働概況調査  > 平成 15年家内労働概況調査  > 年次  > 2003年 











1973年 8月 1日  （25頁） Ｂ・Ｙ協賛名入り大会広告 1/5ページ 
同上     （26頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上     （27頁） Ｙ広告 1/3ページ 
同上     （28頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会全面広告 
1974年 8月 1日  （21頁） Ｂ・Ｙ協賛名入り大会広告 1/5ページ 
同上    （22頁） Ｙ広告 1/3ページ 
同上    （23頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上    （24頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会全面広告 
1975年 7月 22日  （21頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会広告 1ページ 
同上        （22頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上        （23頁） Ｙ広告 1/3ページ 
同上        （24頁） Ｂ・Ｙ全面広告 
1976年 8月 3別 刷  （1頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上        （2頁） Ｙ広告 1/3ページ 
同上        （3頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上        （4頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会全面広告 
1977年 8月 2日   （21頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上 （22頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上 （23頁） Ｙ広告 1/3ページ 
同上 （24頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会全面広告 
1978年 8月 1日   （25頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上     （26頁） Ｙ広告 1/3ページ 
同上     （27頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上     （28頁） Ｂ・Ｙ名称入り大会 1/3ページ 
1979年 7月 30日  （25頁） Ｂ・Ｓ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上     （26頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上     （27頁） Ｓ広告 1/3ページ 
同上     （28頁） Ｂ・Ｓ広告 1/3ページ 
1980年 7月 30日  （25頁） Ｂ・Ｓ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上     （26頁） Ｓ広告 1/3ページ 
同上     （27頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上     （28頁） Ｂ・Ｓ広告 1/3ページ 
1981年 7月 29日  （25頁） Ｂ・Ｓ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上     （26頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上     （27頁） Ｓ広告 1/3ページ 
同上     （28頁） Ｂ・Ｓ名称入り大会広告 1/3ページ 
1982年 8月 3日   （25頁） Ｂ・Ｓ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上     （26頁） Ｓ広告  1/3ページ 
同上     （27頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上     （28頁） Ｂ・Ｓ名称入り大会広告 1/3ページ 
1983年 8月 3日  （25頁） Ｂ・Ｒ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上    （26頁） Ｂ広告 1/3ページ 
同上    （27頁） Ｒ広告 1/3ページ 
同上    （28頁） Ｂ・Ｒ名称入り大会広告 1/3ページ 
1984年 8月 2日  （25頁） Ｂ・Ｒ名称入り大会広告 1/5ページ 
同上    （26頁） Ｒ広告 1/3ページ 
同上    （27頁） Ｂ広告 1/3ページ 




















































































































































































































































































バレー愛好者が数多く存在し（中村へのインタビューより,2009 年 4 月 4 日）,その数は登






















































































Japan Basketball Standard 2016 
(公益財団法人日本バスケットボール協会 ホームページ,2017年 10月 9日検索)より 
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の研究成果は 21 世紀のスポーツ享受の，1 つのモデル提示をめざしている．日本のスポー




























朝日新聞 (1969) 8月 7日朝刊 12面． 
朝日新聞 (1970) ママさんバレー座談会（上）. 3 月 19日朝刊 12面. 
朝日新聞 (1970) ママさんバレー座談会（下）. 3 月 20日朝刊 12面. 
朝日新聞 (1970) 「人 その意見」竹之下休蔵. 7月 31日朝刊 5面. 
朝日新聞 (1970) 10月 16日 朝刊 19面． 
朝日新聞（1971）7月 30日 朝刊 20面. 
朝日新聞 (1973) 群馬・玉村町をたずねて. 8月 1 日朝刊 27面. 
朝日新聞 (1973) 座談会(中) 盛んになったママさんバレー. 3月 19日朝刊 12 面. 
朝日新聞 (1975) 6月 19日朝刊 22面. 
朝日新聞（1975）7月 22日朝刊 23面. 
朝日新聞 (1975) 9月 15日朝刊 5面. 
朝日新聞 (1976) 4月 11日朝刊 5面. 
朝日新聞 (1977) 8月 2日朝刊 3面. 
朝日新聞 (1979) 8月 1日朝刊 28面. 
朝日新聞 (1980) 7月 30日朝刊 28面. 
朝日新聞 (1981) 3月 25日朝刊 5面. 
朝日新聞 (1981) 9月 19日朝刊 15面. 
朝日新聞 (1985) 8月 3日朝刊 5面. 
朝日新聞 (2003) 6月 17日朝刊栃木版. 
朝日新聞百年史編集委員会編 (1995a) 朝日新聞社史 昭和戦後編 昭和 20 年(1945 年)～
昭和 64年(1989年). 朝日新聞社, pp.558-559. 
朝日新聞百年史編集委員会編 (1995b) 朝日新聞社史 資料編 明治 12 年(1879 年)～昭和
64年(1989年). 朝日新聞社, p.329. 
阿部彩（2011）女性の貧困と社会的排除. 男女共同参画会議 基本問題・影響調査専門調査
会,第 2回女性と経済 WG（H23.4.15）資料, p.13. 
 http://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/kihon/kihon_eikyou/jyosei/02/pdf/aabe_data.pdf 
(検索日：2017年 5月 4日) 
阿部典子 (1970) ヤクルト日配 1,500万本の秘密. 日本実業出版社, p.49. 
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